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ブラジル：右派政権発足の場合、何が変わる

のか 
市場志向を強めつつ、社会的包摂を維持するフラビオ氏、外交は実

利重視か 

 
 

経済調査部 シニアエコノミスト 増川 智咲 

 

[要約] 

 2026年 10月 4日に行われた大統領選挙の第1回投票では、ボルソナロ前大統領の長男

であるフラビオ・ボルソナロ上院議員（以下、フラビオ氏）が首位となったが、過半

数に届く候補者はいなかった。こうした接戦の背景には、現政権の社会福祉政策を評

価する声が根強い一方で、医療や治安、インフレ、低成長などの政策運営に対する不

満も投票行動を左右したとみられる。 

 ルラ政権下では、雇用や実質所得の上昇、信用拡大が消費を押し上げ、貧困削減と内

需主導の成長を支えた。ただし、その成長は資源価格の上昇に伴う交易条件の改善に

も支えられており、生産性向上や持続的な民間投資を通じた成長モデルへの転換は十

分には進まなかった。所得移転による再分配機能を維持しながら、このような構造問

題にも対応することが、次期政権に一段と求められている。 

 フラビオ氏が掲げる 2027～30年の政府計画では、1990年代のような「小さな政府」は

追求されておらず、行政組織と歳出の選別、国有資産の民間開放、規制改革を進める

一方、政治的支持の高い社会政策と基礎的公共サービスを維持しようとする構想だ。 

 対外政策では、OECD 加盟やグローバルバリューチェーンへの参加、外資誘致を重視し

ており、少なくとも経済外交の面では、保護主義的な色彩を強める米国とは異なり、

国際経済への統合を重視する姿勢がうかがえる。またそれと並行して、貿易・投資上

の利益を踏まえてグローバルサウスとの関係も維持する、実利的な多角外交を選択す

る可能性が高い。 

 決選投票後の注目点は、右派か左派かの二者択一ではなく、社会的包摂と市場改革と

いった、これまで同国で相反するとされてきた政策をどのように両立していくのかだ

ろう。 
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フラビオ・ボルソナロ氏が首位、ルラ氏との決選投票へ 

2026年 10月 4日に行われたブラジル大統領選挙の第1回投票では、ボルソナロ前大統領の長

男であるフラビオ・ボルソナロ上院議員（以下、フラビオ氏）が有効票の 47.03％、ルラ現大

統領 1が 45.16％を獲得した。いずれも過半数に届かず、両氏は 10 月 25 日の決選投票に進むこ

ととなった。投票直前の主要世論調査も両氏の接戦を示していたが、実際の投票ではフラビオ

氏が多くの調査予測を上回った。こうした接戦の背景には、ルラ政権の社会福祉政策を評価す

る声が根強い一方で、医療や治安、インフレ、低成長などの政策運営に対する不満も投票行動

を左右したとみられる 2。 

 

ルラ政権：社会政策が支えた内需拡大と残された課題 

ルラ第 1 次・第 2 次政権下では、2003 年に創設された、低所得者層に対する現金給付である

「ボルサ・ファミリア」や、2009 年に導入された「Minha Casa, Minha Vida（私の家、私の人

生）」といった住宅供給政策を通して、低所得者層を対象とした社会政策を拡充してきた。筆

者が 2010年にブラジルで見学した低所得者向け住宅は、スラム街であるファベーラ住民向けに

供給されたものであった（図表 1）。簡素な造りで、販売価格は必ずしも低廉ではなかったもの

の、衛生面や治安面ではファベーラを大きく上回り、需要は旺盛であった。また、ショッピン

グモールでは割賦販売が広く利用されており、信用拡大が消費を下支えする構造も見られた

（図表 2）。 

ルラ政権下では、雇用や実質所得の上昇、信用拡大が消費を押し上げ、貧困削減と内需主導

の成長を支えた。図表 3 は所得階層別の世帯割合を示しているが、貧困層と低所得層とされる

DEクラスの割合が、ルラ第1次政権下の 2003年以降大きく低下し、中間層とされる Cクラスの

割合が大きく拡大したことが分かる。 

ただし、その成長は、資源価格の上昇に伴う交易条件の改善にも支えられており、生産性向

上や持続的な民間投資を通じた成長モデルへの転換は十分には進まなかった。2010 年代半ばに

資源ブームが終焉を迎えると、それまで良好な交易条件の下で覆い隠されてきた低い生産性や

競争力といった構造的な課題が顕在化した。図表 4 は、ブラジルと主要地域・所得国グループ

の労働生産性（労働者一人あたり GDP）を表したものであるが、中所得国全体と比較しても、

ブラジルの労働生産性の低さが目立つ。 

 

 

 
1 2003 年から～2010 年まで第 1、2期を務めた後、2023 年からは第 3期を務めている。 
2 世論調査機関である Instituto de Pesquisas Datafolha が 2026 年 5 月に発表した調査によると、現政権に

対する不満には、治安、医療、経済、汚職が挙げられていた。（Datafolha: áreas prioritárias para o 

eleitor são as piores avaliadas no governo Lula 2026 年 5 月 17 日） 
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図表 1 住宅供給政策で建設された住宅 

 
（注）「Minha Casa, Minha Vida」政策によって建設さ

れていた住宅。 

（出所）2010 年に筆者撮影 

 図表 2 割賦販売の普及 

 
（注）写真中にある「5X」とは、5 回払いを指す。中

間層よりも下の所得層にあたる、D クラス向けのショ

ッピングモールでは、それよりも上位の所得層にあた

る C クラス向けショッピングモールよりも、長い支払

期間を選択できた。 

（出所）2010 年に筆者撮影 

図表 3　所得階層別の世帯割合 

 
（注）AB クラス（高所得層）は、月間世帯所得が

10,433 レアル以上、C クラス（中間層）は同 2,420～

10,433 レアル未満、DEクラス（低所得層・貧困層）は

同 2,420 レアル未満。 

（出所）Marcelo Côrtes Neri[Org.] “Shifts in 
Brazilian Income Distribution and Wellbeing in 

the 21st Century” ,FGV（2024）より大和総研作成 

 図表 4 労働者一人あたり GDP  

 
（注 1）PPP は、購買力平価。 

（注2）低所得国は 2025年の一人あたり GNI（アトラ

ス方式）が 1,175ドル以下、中所得国は 1,176ドル以

上 14,375 ドル、高所得国は 14,376 ドル以上。 

（出所）世界銀行より大和総研作成 

今回の選挙が示しているのは、ルラ政権が 3 期にわたって進めてきた社会福祉政策の意義が

否定されたというよりも、所得移転による再分配機能を維持しながら、これまで十分に解決さ

れてこなかった構造問題にも対応することが、次期政権に一段と求められているということで

あろう。中でも、生産性の向上を通じた競争力の強化はブラジルの持続的な成長に向けた重要

な課題として認識されている。そのためには、規制・制度面の改善や対外開放、効率的な資源

配分、イノベーションの促進等を通じて、国内外から民間投資を呼び込む環境を整備する必要

がある。こうした投資の拡大が生産性の向上とより質の高い雇用の創出につながれば、所得の
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安定を通じて、治安改善を含む社会の安定にも寄与するだろう。したがって、フラビオ政権が

発足した場合にも、政策課題は再分配か成長かの二者択一ではなく、社会的包摂と持続的な成

長をいかに両立させるかにある。 

 

フラビオ氏は市場志向だが、社会的包摂も維持。実利外交の可能性が高い 

図表5は、フラビオ氏が掲げる 2027～30年の政府計画である。これらを見ると、省庁の削減

や歳出削減・財政規律、民営化を通じて政府の効率性を高め、民間投資と外国直接投資を呼び

込む方針を示している。また、OECD 加盟、グローバルバリューチェーン 3への参加、競争力の

向上を重視しており、経済運営の軸足はルラ政権より市場志向になる可能性が高い。 

一方、同計画は既存の社会福祉プログラムの維持や、医療・教育面の強化にも言及している。

このため、フラビオ氏の路線を 1990年代の新自由主義的な「小さな政府」とみなすことは適切

ではない。むしろ、行政組織と歳出の選別、国有資産の民間開放、規制改革を進める一方、政

治的支持の厚い社会福祉政策と基礎的公共サービスを維持しようとする構想である。 

特に財政面では、省庁削減や行政改革、歳出の見直しを通じて財政規律を強化する一方、イ

ンフラや治安、医療、教育などの政策課題にも対応する方針を示している。ブラジルでは、政

府部門の貯蓄不足や歳出構造の硬直性が、高金利や民間投資を制約する一因となっており、財

政健全化と成長力強化を両立できるかが重要となる。 

対外政策では、フラビオ氏は親米派とされ、BRICS を中心とするグローバルサウスとの距離

ができるとの見方もある。しかし、計画を見る限り、国際基準を満たすことによる OECD 加盟、

グローバルバリューチェーンへの参加、外資誘致を重視しており、少なくとも経済外交の面で

は、保護主義的な色彩を強める米国とは異なり、対外開放や国際経済への統合を重視する姿勢

がうかがえる。また、中国との緊密な貿易・投資関係に鑑みると、グローバルサウスと距離を

取ることによる経済的コストを甘受するとも考えにくい。対米関係の強化を図りつつ、貿易・

投資上の利益を踏まえてグローバルサウスとの関係も維持する実利的な多角外交を選択する可

能性が高いだろう。 

以上のように、右派と呼ばれるフラビオ政権が発足した場合も、「小さな政府」ではなく、

社会福祉政策の維持と市場改革の政策パッケージが取られる可能性が高い。決選投票後の注目

点は、右派か左派かの二者択一ではなく、社会的包摂と市場改革といった、これまで同国で相

反するとされてきた政策をどのように両立していくのか、だろう。 
  

 
3 製品やサービスが完成するまでの各工程を国際的に分業し、各国が付加価値を生み出しながら連結された生

産ネットワーク。 
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図表 5　フラビオ氏が掲げる 2027～30 年の政府計画 

 
（出所）フラビオ氏政府計画「Para O Brasil vencer o atraso: Diretrizes do Plano de Governo 2027-

2030」より大和総研作成 

 

政策項目 計画の内容

既存の社会福祉政策の維持 既存の社会福祉プログラムを維持。制度の歪み是正や、不正対策を行う

10省庁以上の削減 政治任用ポストと行政経費の削減

歳出削減・財政規律 政府機構・経費削減、財政ルールの再設計、基礎的財政黒字化

民営化 国営企業ごとに存続の必要性について判断し、民営化も視野に

規制緩和 旧式規制の撤廃、手続きの合理化、低リスク事業の手続き簡素化

インフラ整備 PPP（官民連携）・コンセッションを中心に活用し、民間投資を建設・運営の中心に据える

外資誘致 鉱物、エネルギー転換、デジタルインフラ（データセンター・AI）分野で外資誘致

対外政策
金融取引税（IOF)を段階的に廃止するなどして、国際基準を採用しOECD加盟へ。生産性向上
のため、貿易自由化に向けた準備を進める。グローバルバリューチェーンへの参加を目指す

医療 デジタル化や、AIの活用。予防医療の普及

教育
識字率の向上、学校教育の質向上、教育と労働市場のギャップを埋めるため、技術教育の拡充
や企業と職業訓練において連携

雇用政策
雇用コストの段階的引下げを通して、正規雇用の拡大（特に18～24歳の初職契約、50歳以上
の長期失業者向け契約）、柔軟な勤務体系の実現、求人データベースの整備
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